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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　コーポレート・ガバナンスとは、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会など様々なステークホルダー（利害関係者）との関係における企業経営

の基本的枠組みのあり方であると理解しております。

　当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するような環境を整えることが、継続的な企業価値を高めていくうえで極めて重要な事項である

との認識のもと、企業を取り巻く経営環境の変化や、事業内容、経営規模等を勘案しつつ、コーポレート・ガバナンス体制の充実に取り組んでまい

ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２④】

当社は、招集通知の一部（狭義の招集通知および株主総会参考書類）を英訳しております。当社は、議決権の電子行使制度を採用しておりませ
んが、定時株主総会では議決権総数の８０％以上の行使がなされており、現状で議決権行使に大きな支障はないものと考えております。なお、議
決権電子行使プラットフォームの利用、招集通知の全部の英訳につきましては、今後、必要に応じて検討してまいります。

【補充原則３－１②】

当社は、招集通知の一部（狭義の招集通知および株主総会参考書類）を英訳しております。今後、海外投資家等の比率の変化等を踏まえ、必要
に応じて英語による情報の開示・提供の範囲を拡充することを検討してまいります。なお、当社は、会社概要・製品ラインナップを英訳し、当社取引
先に提供しております。

【補充原則４－１②】

当社は、毎期の目標達成に努めることが株主からの受託者責任に応えることになるものと考えており、毎期初めに当該期の売上等の目標額を開
示し、その実現に向けて取り組んでおります。現時点では、中期経営計画の策定までは行っておりませんが、今後必要に応じて策定を検討してま
いります。なお、目標額と実際の売上額等との間に一定の乖離が生じた場合等においては、適時に適切な開示を行ってまいります。

【補充原則４－１③】

当社は、最高経営責任者等の後継者の育成・教育の計画を作成しておりません。代表取締役については、取締役の中から当社の経営理念を実
現し得る者を選定することにしております。

【補充原則４－２①】

当社の役員報酬は、固定報酬である月額報酬と賞与により構成されており、現時点においては、業績連動報酬制度や自社株報酬制度は採用し
ておりません。これらの制度につきましては、今後必要に応じて検討してまいります。

【補充原則４－３②】

当社は、独立した諮問委員会を設置しておりませんが、代表取締役の選任につきましては、最も重要な戦略的意思決定であることを踏まえ、取締
役会において、知識・能力・経験・見識・人柄等について検討し、当社の経営理念を実現し得る資質の取締役を、社外取締役の適切な意見を得た
上で、選任しております。

【補充原則４－３③】

当社は、代表取締役の解任につきまして、独立した諮問委員会を設置しておりません。代表取締役の職務執行に不正または重大な法令違反があ
るなど、客観的に解任が相当と判断される場合には、独立社外取締役が出席する取締役会において十分な審議を尽くした上で、決議することとな
ります。

【補充原則４－１０①】

当社は、独立社外取締役員の人数が取締役会の過半数に達しておりませんが、現行の取締役の総数および事業規模を勘案して独立社外取締
役２名および独立社外監査役２名の体制で十分にガバナンスが機能していると考えており、任意の仕組みの活用は行っておりません。

取締役の報酬については、株主総会の決議による総枠の範囲内で、個々の報酬額を取締役会において決定し、取締役の指名についても独立社
外役員が出席する取締役会において、独立社外役員の幅広い専門知識と豊富な経験を活かした意見および助言を得て決定しております。今後、
当社の事業規模や経営環境の変化等を踏まえ、必要に応じて任意の仕組みの要否を検討してまいります。

【原則４－１１】

当社取締役会は、会社業務等に精通し機動性のある業務執行取締役と、幅広い視点による経営に対する助言と監督が期待できる社外取締役で
構成されております。

取締役候補の指名に際しては、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体としてバランスよく備え、当社の取締役として十分
な資質があると判断した人材を性別や国籍等にとらわれず指名し、多様性と適正規模を両立させる形で構成するよう努めており、実行性のある取
締役会として機能しているものと考えております。国際性の面につきましては、当社の事業範囲の大部分が国内でありますので、現段階では該当
する取締役は選任しておりませんが、今後、海外における事業が拡充した場合は、必要に応じて検討してまいります。ジェンダーの面においては、
当社の取締役会の適正規模を踏まえて、必要に応じて検討してまいります。

監査役候補者は、財務・会計・法務など取締役の職務執行の監査を的確に遂行するために適切な知見や経験を有している候補者を、監査役会に
おける同意を受けた後、取締役会にて決定しております。



【補充原則４－１１③】

当社取締役会は、取締役会全体の実効性の分析・評価および開示を行っておりませんが、これらの分析等については、今後の検討事項であると
認識しております。

【原則５－２】

当社は、毎期の目標達成に努めることが株主からの受託者責任に応えることになるものと考えており、毎期初めに当該期の売上等の目標額を開
示し、その実現に向けて取り組んでおります。現時点では、中期経営計画の策定までは行っておりませんが、今後必要に応じて策定を検討してま
いります。なお、目標額と実際の売上額等との間に一定の乖離が生じた場合等においては、適時に適切な開示を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－３】

当社は、機動的な財務施策の実施を可能にする強固な財務基盤の構築こそが持続的な企業成長力の源泉となり、更なる企業体質の強化につな
がり、ひいては継続的かつ安定的な株主配当の維持等により株主価値の向上に資するものと考えております。また、資本政策全般に関する基本
方針については、今後必要に応じて検討してまいります。なお、配当方針については有価証券報告書等に記載のとおりです。

【原則１－４】

当社は、保有先企業の動向、取引の状況、営業の推進、当該保有株式の市場価格等の状況を踏まえて、当社の企業価値の向上に資すると認め
られる場合に、他社の上場株式を保有することを基本方針としております。

政策保有株式については、そのリターンとリスク等を踏まえた中長期的な観点から定期的に検証を行い、継続保有の合理性を検討し、保有する目
的・経済合理性の観点から、継続保有する意義が十分でないと判断される銘柄の売却を進め、縮減に努めてまいります。

当社は、毎年、取締役会において、保有する全銘柄について、保有目的、保有の必要性、経済合理性などを精査・検証することとしており、2018年
12月の取締役会で精査・検証したところ、現在保有している13銘柄のうち１２銘柄については保有を継続し、１銘柄については売却することと致し
ました。

政策保有株式に係る議決権の行使は、以下の基準に沿って対応を行います。

（１）議案が当社の企業価値向上に資するか否かを判断致します。

（２）議案が当社の保有目的に合致するか否かを判断致します。

（３）反社会的行為や重大な法令違反が見られた取締役等の選任議案には反対致します。

【原則１－７】

当社は、役員や主要株主等の関連当事者と取引を行う場合、取締役会への報告を求め、取引する理由、取引条件等の取引の相当性について検
証のうえ審議・決定し、会社法・金融商品取引法・証券取引所規則等の関連法令等に従い開示いたします。また、当社取締役会は、関連当事者と
の取引の状況等について、適宜報告を受けることとしております。

【原則２－６】

当社は、企業年金の積立金の管理および運用に関して、当該資産の運用規約を策定し、その方針に従って、社外の資産管理運用機関と契約し、
資産運用を委託しております。

運用受託機関による運用実績等のモニタリングは、担当執行役員、経理部門の責任者および担当部門が担当し、運用資産を定期的に時価評価
して適切な運用および管理を行っております。

今後、運用受託機関に対するモニタリング機能を発揮するため、より一層、専門性を向上させるための人材の育成及び人材の計画的な配置に努
めてまいります。

【原則３－１（ⅰ）】

当社は創業以来、「顧客のニーズに応える」、「社員の生活向上に努める」、「企業の安定成長をはかる」を掲げ、この理念を通じ、市場・人材・資本
の蓄積に努め、経営基盤の拡充を図り、企業の発展生成により社会の繁栄に貢献することとして位置付け、業務用冷熱機器の総合メーカーとして
快適で安全な食文化に貢献することを基本方針としております。また、当社社訓において、経営理念を実践するための役員および従業員の心構
えを定めております。

［社訓］

「至　誠」　誠の心と強固な意志をもって社業に精励する

「協　調」　連帯感の上に築き上げる共存共栄の精神

「創　造」　常に新しい技術の開発と業務の改善に努力する

【原則３－１（ⅱ）】

コーポレート・ガバナンスとは、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会など様々なステークホルダー（利害関係者）との関係における企業経営の
基本的枠組みのあり方であると理解しております。当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するような環境を整えることが、継続的な企業
価値の向上にとって極めて重要との認識のもと、企業を取り巻く経営環境の変化や、事業内容、経営規模等を勘案しつつ、コーポレート・ガバナン
ス体制の充実に取り組んでまいります。

【原則３－１（ⅲ）】

当社の取締役の報酬体系は、役員の役割・責任、業績および企業価値の向上に対する動機付け、企業間の競争力の確保のための優秀な経営
人材の確保を総合的に鑑みた体系としております。具体的には、取締役の報酬は月額報酬と賞与により構成され、株主総会において決議された
報酬限度額の範囲内で、その職位、在任年数、会社業績および業績への貢献度に応じて決定しております。また、在任期間中の業績への貢献度
を退任時に評価する役員退職慰労金制度により、中長期の企業価値向上に向けたインセンティブが機能するよう設定しております。

【原則３－１（ⅳ）】

当社は、経営陣幹部の選任および取締役候補者の指名を行うにあたり、役割に応じた専門知識・能力・経験・見識・人柄等について検討し、取締
役会において審議のうえ決定します。監査役候補者においても、役割に応じた専門知識、能力、経験、見識、人柄等について検討し、監査役会の
同意を得て取締役会において審議して決定します。

解任につきましては、当社の取締役あるいは監査役としての選任基準に定める資質が認められない場合、健康上の理由から職務の継続が困難
となった場合、職務執行における不正または重大な法令・規則違反等があった場合には、解任すべき理由を明らかにした上で、取締役会にて協
議を行い、解任すべき正当な理由があると取締役会が判断したときは、法令に従い、株主総会に解任議案を上程し、その決議をもって解任いたし
ます。

【原則３－１（ⅴ）】



当社は、取締役・監査役候補者の個々の指名理由については、株主総会参考書類に記載しております。なお、経営陣幹部の解任についても、そ
の理由を株主総会招集通知に記載いたします。

【補充原則４－１①】

当社取締役会は、取締役会規則において取締役会で付議すべき事項を定め、法令および定款に定められた事項のほか、M&A、組織再編、多額
の資産の取得・処分など当社にかかる重要事項を決定しております。また、取締役会の決定に基づく業務執行体制として、経営陣で構成される月
例報告会を設け、様々な課題を審議しております。さらに、経営陣については職務権限規程を設け業務執行権限を明確にし、機動的な業務遂行
が可能な体制を構築しております。

【原則４－９】

当社は、会社法が定める社外性要件および東京証券取引所が定める独立性基準をもって当社の独立性判断基準としております。また、当社取締
役会は、候補者となる者の実績・経験・知見等を踏まえ、率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる人物を独立社外取締役の候補者として
選定しております。

【補充原則４－１１①】

当社は、当社取締役会が的確かつ迅速な意思決定および業務執行に対する適切な監督を行うためには、豊富な実績・経験・知見を有する適切な
数のメンバーで、活発かつ効率的な審議を行うことが必要であると考えており、このような観点から、当社取締役会は、当社業務に精通した社内
取締役と、ビジネスに関する豊富な経験や専門知識等を有する社外取締役とをそれぞれ一定数置く構成としております。

社内取締役に関しては、会社経営上の意思決定に必要な幅広い知識と経験を備え、担当業務を遂行しうる実績と経験を有する者を選任すること
としております。他方、社外取締役に関しては、幅広い専門知識や豊富な経験等を活かし、経営について的確な意見および助言を述べ、監督機能
の強化に寄与することのできる者を選任することとしております。

国際性の面につきましては、当社の事業範囲の大部分が国内でありますので、現段階では該当する取締役は選任しておりませんが、今後、海外
における事業が拡充した場合は、必要に応じて検討してまいります。ジェンダーの面につきましては、当社の取締役会の適正規模を踏まえて、検
討してまいります。

【補充原則４－１１②】

当社の取締役および常勤監査役は、他の上場会社等の役員を兼務しておりません。社外監査役２名は弁護士・税理士として活動しておりますが、
兼任社数は合理的な範囲内であると考えており、その高度な専門知識および幅広い見識により当社の監督ないし監査業務を適切に果たすことが
できるものと考えております。なお、当社は株主総会参考書類、有価証券報告書において役員の兼任状況を毎年開示しております。

【補充原則４－１４②】

当社は、取締役および監査役が、その役割と責務を果たすために必要なトレーニングの機会を継続的に提供することを基本方針としております。
取締役および監査役に求められる役割と責務に関する知識、会社経営のための意思決定に必要な知識、業務遂行において必要な知識の習得の
ため外部セミナー等への参加を推奨するとともに、必要に応じて各分野の専門家を招き新たな知識の習得や研鑽の機会の提供に努めておりま
す。

【原則５－１】

当社は、株主との建設的な対話を促進するため、ＩＲ担当の執行役員が総務、経理等の関連部署と相互に連携をとりながら、株主と個別面談を必
要に応じて行っており、ＩＲ担当が把握した株主の意見・懸念等は適宜、経営陣幹部に報告されております。また、インサイダー取引を未然に防止
するため、内部者取引管理規則を制定し、情報管理責任者を中心としてインサイダー情報の適切な管理・取扱いを徹底しております。さらに、当社
は、ホームページに掲載する製品情報、株主投資家向け情報等の充実を図っておりますが、個別面談以外の対話の手段につきましては、株主構
成や費用等を勘案しながら、今後も必要に応じて検討してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社日本冷機 6,913,985 13.37

有限会社ディ・アール・ケイ 6,386,000 12.35

尾崎　敦史 3,763,000 7.28

INVERSIS / IICS JAPAN 2,817,510 5.45

尾崎　理恵 2,572,000 4.97

尾崎　雅広 2,300,000 4.45

FCP SEXTANT AUTOUR DU MONDE 1,700,000 3.29

BNP PARIBAS SEC SERVICES LUXEMBOURG/ JASDEC/ ABERDEEN GLOBAL CLIENT

ASSETS
1,566,700 3.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,371,600 2.65

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,300,100 2.51

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明



―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社において、現状では該当する個別事情はございません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 17 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

西久保　博康 他の会社の出身者 △

小野　芳明 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

西久保　博康 ○
当社独立役員

他の会社の出身者

これまでに培われたビジネス経験および経営
判断等に関する知見に加えて、当社での監査
役の経験に基づき当社業務全般についての知
識を有していることから、当社経営の監督にあ
たる社外取締役に適任であると判断しました。

また、一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いと判断し、当社の独立役員として指定してい
ます。



小野　芳明 ○
当社独立役員

他の会社の出身者

銀行業界における長年の経験と財務等に関す
る豊富な知見に加えて、当社での社外監査役
の経験に基づき当社業務全般についての知識
を有していることから、当社経営の監督にあた
る社外取締役に適任であると判断しました。

また、一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いと判断し、当社の独立役員として指定してい
ます。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査業務を充実させるため、監査役は会計監査人と随時情報交換を行い有機的な連携を保っています。

　具体的には、監査役は会計監査人から４月に１年間の監査計画の提出を受け重点課題等の内容を検討し、期中に開催する業務連絡会におい

て実施状況の報告（マネジメント・レター）を受け、期末には「監査実施説明書」を受領し、必要に応じて説明を求め、また、随時意見交換を行なう

など相互連携を図っております。

　また、問題点の是正・改善並びに未然防止のために、適宜「連絡会」を開催し情報や意見の交換を行なっております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

日下　敏彦 税理士

野津　孝義 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



日下　敏彦 ○
当社独立役員

税理士法人日下事務所代表社員

財務および会計に関する知見、ならびに税理
士として培われた専門的な知識・経験等を当社
の監査に活かしていただくため。また、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないと判断し、
当社の独立役員として指定しています。

野津　孝義 ○

当社独立役員

アステール法律税務総合事務所　代表

アステールビジネスコンサルタンツ株式会
社　代表取締役

金融機関における長年の経験、財務等に関す
る豊富な知見、ならびに弁護士および税理士と
して培われた専門的な知識・経験等を当社の
監査に活かしていただくため。また、一般株主
と利益相反が生じるおそれがないと判断し、当
社の独立役員として指定しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現状では具体的な施策はございません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当事業年度に係る報酬等の総額

取締役　１０名　　308,080千円（うち社外２名　26,965千円）

監査役　　３名 　　17,253千円（うち社外２名　10,087千円）

上記の報酬等には、役員賞与引当金相当額（取締役40,500千円、監査役1,650千円）を含んでおります。

上記の報酬等には、役員退職慰労引当金繰入額（取締役37,150千円、監査役640千円）を含んでおります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の役員報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲で当社の業績及び各取締役の業績を加味して決定しております。

また、退職慰労金については、当社規定に基づき決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外監査役の業務を補助すべき専任者は置いておりませんが、内部監査部門が必要に応じてサポートすることにしております。

また、内部監査部門より内部監査の結果および指摘事項に係る是正の状況等を報告しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役は、取締役会を適宜開催し、経営の基本方針、重要な業務の意思決定などを行なっております。

　当社は、執行役員制度を採用しており、取締役会での意思決定に基づき執行役員が担当業務の執行を行なっております。



　また、取締役、執行役員および幹部社員等で構成する月例報告会を原則として月一回開催して、最新情報を共有しつつ事業展開のあり方等を
協議しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　各取締役が他の取締役の職務執行が法令・定款に反していないかを相互監視し、その適正性を確保しております。

　また、監査役が取締役会や月例報告会等の重要な会議に出席して適宜議案の審議に必要な発言を行うほか、内部監査部門や会計監査人と意
思疎通を図り取締役の職務執行状況を厳正にチェックしており、経営の監視について十分に機能する体制が整っていると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

実施していません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載 決算情報、報告書

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部にＩＲ担当者を置いております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社の経営理念として「社会の繁栄に貢献する」「顧客のニーズに応える」「企業の安定成
長

をはかる」「社員の生活向上に努める」を掲げ事業活動を推進しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 冷媒（フロン）回収の推進、省エネ製品の開発



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）基本的な考え方

当社は、経営理念である「社会の繁栄に貢献する」「顧客のニーズに応える」「企業の安定成長をはかる」「社員の生活向上に努める」を実現する

ためには、業務の有効性・効率性を追求するとともに、法令遵守を基本とした内部統制システムの整備・改善が必要不可欠と認識しております。

（２）内部統制システムの整備の状況

1．コンプライアンス体制

・関係法令の遵守と企業倫理の徹底に向け、会社および役員・従業員が、その業務遂行に際して遵守するべき行動の規範を定めた企業行動規

範を定め、全事業所に掲げるなどして全職員に周知徹底しております。

・内部監査部門は、その監査において業務上の法令違反等の重大な事項を発見した場合は、直ちに取締役および監査役に報告することとしてお

ります。

・内部通報制度を設け、社員等から法令遵守と企業倫理に関する通報、相談を受け、必要な措置を講ずる体制を整えております。

なお、本制度においては、社内窓口のほか、社外弁護士事務所も通報窓口としております。

2．情報管理体制

取締役会その他の経営会議体の記録、稟議書等の決裁書類、その他の取締役の業務執行に関する情報については、法令及び社内規定に従

い、適切に保存、管理しております。

なお、重要な会社情報については、法令、証券取引所規則及び内部者取引管理規則に従い、適時かつ適切に開示することにしております。

3．リスク管理体制

当社グループは、競合・景気変動・製品の品質・法規制・情報漏洩・法律違反等の問題等それぞれのリスク毎に組織的・体系的にまた迅速に

対応することとしております。

なお、法律上の判断等が必要なときには顧問弁護士等と十分協議の上、対応することとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力の排除は、市民社会の秩序や安全の確保のために必要であると認識しております。また、当社の企業行動規範にも「市

民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力および団体とは、一切関係を持ちません。」と掲げており、反社会的勢力からの不当要求には断

固拒絶するように全社に周知しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現在のところ、買収防衛策は導入しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．開示に関する基本的な考え方

当社は、投資家への適時・適切な会社情報の開示が、株式等にかかる公正な価格形成に貢献し、広く金融商品市場の健全化に資することを認

識しており、投資者の投資判断に重要な影響を与える事実や決算情報等を適切に管理し、できる限り迅速な開示を目指しております。

２．会社情報の適時開示に係る社内体制

（１）適時開示体制について

・各部門で発生した重要な事実は、部門長が情報管理責任者に申告することとなっております。

また、情報管理責任者は、月例報告会等の重要な会議の出席メンバーであり、当該会議に出席し、当社グループの情報を網羅的に収集できる体

制になっております。

・収集された情報のうち、投資者の投資判断に重要な影響を与える可能性のあるものについては、取引管理規則の定めに従い、社内外に漏洩す

ることないよう必要な措置を講じて管理することとなっております。

ただし、業務遂行上必要と認めるときは、当該業務に関係あるものにのみ伝達することができることになっております。

・情報に対する開示の要否は、情報管理責任者が金融商品取引法・関係政省令および金融商品取引所の定める規則等に基づき関連部署と検討

を行い、当該情報が重要事実か否かを判定することとなっております。

・重要事実や決算情報については、代表取締役に報告し、必要に応じて取締役会を招集し、承認を得た上で、可能な限り迅速に開示することとな

っております。

また、適時開示の公表の担当部門は経理部門としておりますが、公表内容に応じ、総務部門、ＩＲ担当者がこれにあたることがあります。

なお、当社は、経営企画部の執行役員をＩＲ担当者に任命しております。

（２）内部者取引について

役職員等がその職務に関して取得する内部情報の管理・服務等の基本的事項を定めた「内部者取引管理規則」において役職員の株式等の売

買規制に係る項目を設け運用するとともに、注意喚起をしております。




